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税
金
は
、
納
期
限
ま
で
に
納
税

者
の
皆
さ
ん
に
自
主
的
に
納
め
て

い
た
だ
く
も
の
で
、
こ
れ
が
税
本

来
の
姿
で
す
。
税
負
担
の
公
平
性

を
確
保
す
る
た
め
、
納
期
限
内
納

税
に
ご
理
解
･
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

　

納
期
限
ま
で
に
完
納
さ
れ
な
か

っ
た
場
合
、
本
人
の
意
思
と
は
関

係
な
く
、
督
促
手
数
料
、
延
滞
金

（
年
率
１４
･
６
％
）
を
課
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
他
に
も
、

納
期
限
内
に
納
付
し
な
い
こ
と
に

よ
り
差
押
え
等
の
滞
納
処
分
を
受

け
る
と
、
経
済
的
な
不
利
益
や
社

会
的
信
用
を
失
う
こ
と
に
も
な
り

か
ね
ま
せ
ん
。

　

病
気
、
離
職
、
事
業
不
振
な
ど

に
よ
り
納
期
限
内
に
納
め
る
こ
と

が
困
難
な
場
合
は
、
役
場
収
納
課

へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

◇
納
税
の
相
談
･
納
付
書
の
再
発

　

行
に
つ
い
て
は
役
場
収
納
課
に
、

　

課
税
に
関
す
る
ご
質
問
は
各
担

　

当
課
（
税
務
課
･
国
保
年
金
課

　

･
福
祉
介
護
課
）
に
お
問
い
合

　

わ
せ
く
だ
さ
い
。

▼
不
動
産

　

不
動
産
差
押
え
は
、
滞
納
者
に

対
す
る
差
押
書
の
送
達
に
よ
っ
て

行
い
、
法
務
局
に
差
押
え
の
登
記

を
嘱
託
し
ま
す
。
ま
た
、
抵
当
権

を
設
定
し
て
い
る
金
融
機
関
な
ど

の
権
利
者
に
も
差
押
え
の
通
知
を

し
ま
す
。
差
押
え
後
も
、
滞
納
税

を
完
納
さ
れ
な
い
場
合
は
、
公
売

に
よ
り
換
価
し
ま
す
。

▼
預
貯
金

　

預
貯
金
差
押
え
は
、
第
三
債
務

者
で
あ
る
銀
行
な
ど
に
対
す
る
債

権
差
押
通
知
書
の
送
達
に
よ
り
行

い
ま
す
。
滞
納
税
額
に
関
わ
ら
ず
、

原
則
、
そ
の
全
額
を
差
押
え
･
取

立
て
し
ま
す
。
な
お
、
村
で
は
、

茨
城
県
内
の
銀
行
な
ど
を
中
心
に
、

村
滞
納
者
の
財
産
調
査
を
順
次
行

っ
て
い
ま
す
。

▼
生
命
保
険
金

　

生
命
保
険
金
（
保
険
金
･
解
約

返
戻
金
の
支
払
請
求
権
、
利
益
配

当
請
求
権
な
ど
）
差
押
え
は
、
第

三
債
務
者
で
あ
る
生
命
保
険
会
社

な
ど
に
対
す
る
債
権
差
押
通
知
書

の
送
達
に
よ
り
行
い
ま
す
。
差
押

え
後
も
、
滞
納
税
を
完
納
さ
れ
な

い
場
合
は
、
保
険
契
約
を
解
約
し
、

解
約
返
戻
金
を
取
立
て
し
ま
す
。

な
お
、
村
で
は
、
全
国
の
生
命
保

険
会
社
な
ど
に
対
し
て
、
村
滞
納

者
の
財
産
調
査
を
順
次
行
っ
て
い

ま
す
。

▼
給
料
等

　

給
料
等
（
給
与
･
賞
与
･
退
職

手
当
）
差
押
え
は
、
第
三
債
務
者

で
あ
る
勤
務
先
に
対
す
る
債
権
差

押
通
知
書
の
送
達
に
よ
り
行
い
ま

す
。
生
活
の
保
護
な
ど
の
観
点
か

ら
一
定
部
分
の
差
押
え
は
禁
止
さ

れ
て
い
ま
す
が
、
給
与
･
賞
与
に

つ
い
て
は
、
継
続
的
な
収
入
で
あ

る
た
め
、
国
税
徴
収
法
第
６６
条
の

規
定
に
よ
り
、
滞
納
税
額
の
全
額

を
徴
収
で
き
る
ま
で
、
差
押
え
の

効
力
が
及
び
ま
す
。

▼
売
掛
金

　

売
掛
金
差
押
え
は
、
第
三
債
務

者
で
あ
る
取
引
（
売
掛
）
先
に
対

す
る
債
権
差
押
通
知
書
の
送
達
に

よ
り
行
い
ま
す
。
滞
納
税
額
に
関

わ
ら
ず
、
原
則
、
そ
の
全
額
を
差

押
え
･
取
立
て
し
ま
す
。
継
続
的

な
収
入
で
あ
る
た
め
、
国
税
徴
収

法
第
６６
条
の
規
定
に
よ
り
、
滞
納

税
額
の
全
額
を
徴
収
で
き
る
ま
で
、

差
押
え
の
効
力
が
及
び
ま
す
。

納
税
の
公
平
性
を
保
つ
た
め
に

財
産
の
差
押
え
を
実
施
し
て
い
ま
す

納
税
の
公
平
性
を
保
つ
た
め
に

財
産
の
差
押
え
を
実
施
し
て
い
ま
す

滞
納
状
態
を
放
置

す
る
と

差
押
え
の
対
象
と

な
る
主
な
財
産

督促発布

納期限までに村税などが完納されない場合は、督促状を
発しなければなりません。

地方税法第３２９条、第３７１条、第４５７条 他

財産調査

滞納処分のために必要なときは、滞納者、官公庁、金融
機関、取引先、滞納者の財産を占有する第三者などに対
し、質問および検査、捜索をすることができます。

地方税法第２９８条、国税徴収法第１４２条 他

財産差押え

督促状を発した日から１０日を経過した日までに、納税者
が滞納となっている村税などを完納しないときは、その
納税者の財産を差押えなければなりません。

地方税法第３３１条、第３７３条、第４５９条 他

換　価

差押え不動産については公売、預貯金等の差押え債権に
ついては取立てにより、差押え財産を金銭に換えます。

国税徴収法第６７条、第９４条、第１０９条 他

配　当

差押え財産の換価代金を村税などへ配当します。

国税徴収法第１２９条

滞納処分は法律に基づく強制処分です


